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第１章 障害福祉計画の概要 

第１節 計画策定の趣旨 

 

１．第６期障害福祉計画策定の目的 

 本計画は、障害のある方が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよ

う、国の基本指針に即し、障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提

供体制の確保に係る数値目標やサービス見込量を定めています。推進期間は、３年

を１期としており、平成１８年度から平成２０年度を計画期間とする第１期障害福

祉計画、平成２１年度から平成２３年度を計画期間とする第２期障害福祉計画、平

成２４年度から平成２６年度を計画期間とする第３期障害福祉計画、平成２７年度

から平成２９年度を計画期間とする第４期障害福祉計画、平成 30 年度から令和２

年度を計画期間とする第５期障害福祉計画を策定し、推進してきました。６期計画

は、これまでの計画目標の達成状況の評価や課題を踏まえ、令和３年度から令和５

年度までを推進期間として策定します。 

 なお、障害者総合支援法の改正があった場合、計画期間中においても見直し等の

対応が必要となることも考えられます。 
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第２節 計画の位置付け 

 

１．計画策定の根拠となる法令 

 障害福祉計画は、障害者基本法第１１条第３項に基づく「市町村障害者計画」を

ふまえ、障害者総合支援法第８８条第１項の規定に基づき市町村が策定するもので

す。 

障害者基本法 第１１条第３項  

市町村は、障害者基本計画及び都道府県障害者計画を基本とするとともに、当該

市町村における障害者の状況等をふまえ、当該市町村における障害者のための施策

に関する基本的な計画（以下「市町村障害者計画」という。）を策定しなければなら

ない。 

 

 障害者総合支援法 第８８条第１項 

市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の確保その他この法律

に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という。）を定

めるものとする。 

 

２．北茨城市の計画との関係 

 ６期計画は、福祉関係施策を総合的に推進するための北茨城市地域福祉計画第４

期の基本理念等と整合性を図り、障害者等の福祉に関する事項を定めるものと調和

の保たれたかたちで策定します。 

 

第5次北茨城市総合計画

障害者総合支援法

北茨城市第６期障害福祉計画
（令和３年度～５年度）

北茨城市地域福祉計画
（令和２年度～６年度）

「障害者のための施策に関する基本的な計画」
障害者基本法

障害者総合支援法

国の基本方針



 

 

第３節 計画の策定体制 

 第６期計画の策定にあたっては、以下の体制で行いました。 

 

 北茨城市障害福祉計画（第６期）は、事業者、福祉、医療・保健、雇用・就労、教

育、学識経験者を委員とした北茨城市地域自立支援協議会で意見を聴取し、内容に反

映させました。 

 また、身体・療育・精神の各種障害者手帳をお持ちの方、自立支援医療（精神通院）

受給者証をお持ちの方、北茨城市難病見舞金を受給されている方の中から８４９名を

無作為抽出し、障害児福祉サービスを利用する５１名全員の合計９００名に郵送によ

り生活状況及びサービスの利用状況等についてアンケート調査を実施しました。 

 

【アンケート調査概要】 

〇障害当事者 

・調査期間：令和２年８月～令和２年９月 

・調査対象：身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳、自立支援医療

（精神通院）受給者証、北茨城市難病見舞金受給者の中から無作為に抽

出した８４９人、障害児福祉サービスを利用している５１名全員の合計

９００名。 

・調査方法：郵送による配布、回収。（無記名回答） 

・回収結果：回収数３３９票（回収率４４．３％） 

 

○障害福祉サービス事業所 

・調査期間：令和２年８月～令和２年９月 

・調査対象：市内の障害福祉サービス提供事業所 計１８事業所  

・調査方法：郵送による配布、回収。 

・回収結果：回収数１３票（回収率７２.２％） 

 

○認定こども園・保育所（園） 

・調査期間：令和２年８月～令和２年９月 

・調査対象：市内の全認定こども・保育所（園） 計９事業所 

・調査方法：郵送による配布、回収。 

・回収結果：回収数７票（回収率７７．８％） 

 

 

 

 



 

 

第４節 計画の進行体制 

 障害者総合支援法においては、計画に定める事項について、少なくとも１年に１回

その実績を把握し、障害福祉計画の中間評価として分析・評価を行い、必要であると

認めるときは、計画の内容変更や、事業の見直し等の措置を講じていきます（※ＰＤ

ＣＡサイクル）。中間評価については、北茨城地域自立支援協議会を中心に関係機関の

意見を聴取する等し、その結果について公表することに努めます。 

 

※「ＰＤＣＡサイクルとは」 

ＰＤＣＡサイクルとは、さまざまな分野・領域における品質改善や業務改善などに広

く活用されているマネジメント手法で、「計画（Ｐｌａｎ）」「実行（Ｄｏ）」「評価（Ｃ

ｈｅｃｋ）」「改善（Ａｃｔ）」のプロセスを順に実施していくものです。 

 

 〈障害福祉計画におけるＰＤＣＡサイクルの実施状況イメージ〉 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第２章 障害福祉計画策定の基本的な考え方 

第１節 基本理念 

 

１．障害者等の自己決定の尊重と意思決定の支援                              

 共生社会実現のため、障害者等の自己決定を尊重し、その意思決定の支援に配慮す

るとともに、障害者等が必要とする障害福祉サービスその他の支援を受けつつ、その

自立と社会参加の実現を図っていくことを基本として、障害福祉サービス及び相談支

援並びに地域生活支援事業の提供体制の整備を進めます。 

 

２．市を基本とした身近な実施体制と、障害種別によらない一元的な障害福祉サービ

スの実施  

 障害福祉サービスの対象となる障害者等の範囲を身体障害者、知的障害者及び精神

障害者（発達障害者及び高次脳機能障害者を含む。以下同じ。）並びに難病患者等であ

って１８歳以上の者並びに障害児とし、障害種別を問わず必要とするサービスの提供

を受けられる体制の整備を進めます。 

 

また、発達障害及び高次脳機能障害者については、従来から精神障害者に含まれる

ものとして法に基づく給付の対象となっていること、難病患者等が給付の対象に加え

られたことをふまえ、引き続き周知を図ります。 

 

３．施設入所等からの地域生活移行や、地域生活継続の支援、就労支援等の課題に対

応したサービス提供体制の整備 

 障害者の自立支援の観点から、入所等（福祉施設への入所又は病院への入院をいう。

以下同じ。）から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援といった課題に

対応したサービス提供体制を整え、障害者等の生活を地域全体で支えるシステムを実

現するため、地域生活支援の拠点づくり、NPO 等によるインフォーマルサービス（法

律や制度に基づかない形で提供されるサービスをいう。）の提供等について、北茨城市

地域自立支援協議会が中心となって協議・検討し、地域の社会資源を最大限に活用し

ながら、提供体制の整備を進めます。 

 また、精神病床における長期入院患者の地域生活移行を促進するにあたり、あらゆ

る人が共生できる包摂的（インクルーシブ）な社会の実現に向けた取組の推進が必要

です。これを踏まえ、精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしを

することができるよう、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を進めま

す。 

 



 

 

４．地域共生社会の実現に向けた整備  

 全ての人々が地域、暮らし、生きがいをともに創り、高めあうことができる地域共

生社会の実現に向け、地域住民が主体的に地域づくりに取り組むための仕組みづくり

や、専門的な支援を必要とする方への包括的・総合的な支援体制の整備を進めます。 

 

５．障害福祉サービス等の提供を担う人材の確保  

 将来にわたって安定的に障害福祉サービス等を提供し、様々な障害福祉に関する事

業を実施していくために、提供体制の確保と併せてそれを担う人材の確保に努めます。

そのために、専門性を高めるための研修の開催を検討し、多職種間の連携の推進、障

害福祉の現場が働きがいのある魅力的な職場であることの積極的な周知・広報等、関

係者が協力して取り組める体制の整備を進めます。 

 

６．障害者の社会参加を支える体制の整備  

障害者の地域における社会参加を促進するため、障害者の多様なニーズを踏まえた

支援体制の整備を進めます。特に、障害者による文化芸術活動の推進に関する法律を

踏まえ、障害者が文化芸術を享受鑑賞し、又は創造や発表等の多様な活動に参加する

機会の確保等を通じて、障害者の個性や能力の発揮及び社会参加の促進を図ります。

また、読書を通じて文字・活字文化の恵沢を享受することができる社会の実現のため、

視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律を踏まえ、視覚障害者等の読書環

境の整備を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第２節 障害福祉サービスの提供体制の確保に関する基本的な考え方 

 

１．必要とされる訪問系サービスの保障 

 障害種別を問わず、必要な訪問系サービス（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、

行動援護、及び重度障害者等包括支援をいう。）の提供が安定して確保されるよう、内

容の充実・向上に取り組みます。 

  

２．希望する障害者等への日中活動系サービスの保障 

 日中活動系サービス（生活介護、自立訓練、就労定着支援、就労移行支援、就労継

続支援、就労定着支援、療養介護、短期入所、及び地域活動支援センターで提供され

るサービスをいう。）について、供給量の安定、内容の充実に努めます。  

 

３．グループホーム等の充実及び地域生活支援拠点等の整備 

 地域における居住の場としてのグループホームのサービスが利用できるよう充実を

図るとともに、個々の状況に応じて、自立生活援助及び地域移行支援、地域定着支援、

自立訓練事業等を推進し、入所等からの円滑な地域生活への移行を促進します。 

 また、地域生活支援の機能をさらに強化するため、各機能を集約したグループホー

ム又は障害者支援施設に付加した拠点である地域生活支援拠点の整備に努めます。 

 

４．福祉施設から一般就労への移行等の推進 

 就労移行支援事業及び就労定着支援事業の活用により、福祉施設から一般就労への

移行を進めるとともに、一般就労の定着に努めます。 

 

５．強度行動障害や高次脳機能障害を有する障害者に対する支援体制の整備 

強度行動障害や高次脳機能障害を有する障害者に対して、障害福祉サービス等にお

いて適切な支援ができるよう、人材育成等を通じて支援体制の整備を進めます。 

 

６．依存症対策の推進 

アルコール、薬物及びギャンブル等（法律の定めるところにより行われる公営競技、

ぱちんこ屋に係る遊戯その他の射幸行為をいう）をはじめとする依存症対策について、

誤解及び偏見を解消するための関係職員に対する研修の実施及び幅広い普及啓発、相

談機関及び医療機関の周知及び整備並びに自助グループ等の当事者団体を活用した回

復支援が重要であり、地域において様々な関係機関が密接に連携して依存症である者

等及びその家族に対する支援体制の整備を進めます。 

 

 



 

 

第３節 相談支援の提供体制確保に関する基本的な考え方 

１．相談支援体制の構築 

 障害者が地域で自立した日常生活又は社会生活を営むためには、障害福祉サービス

等の提供が安定的に確保されるとともに、利用者の状態像や希望を勘案し、連続的か

つ一貫性を持ったサービス等が提供されるよう総合的に支援する相談支援体制の構築

が不可欠です。これらを効果的に進めるために、基幹相談支援センターを設置し、相

談支援に関して指導的役割を担う人材を計画的に確保し、その機能を有効に活用する

よう働きかけを行います。また、相談支援事業所等は、障害者等及びその家族が抱え

る複合的な課題を把握し、適切な保健、医療、福祉サービスにつなげる等、行政機関

その他関係機関との連携に努めることが必要です。 

 相談支援体制に関しては、計画相談支援、地域相談支援、一般的な相談支援及び基

幹相談支援センター等重層的な仕組みが構築されてきているが、改めてそれぞれの地

域における相談支援体制について検証・評価を行うとともに、総合的な相談支援体制、

専門的な指導・助言及び人材育成等各種機能の更なる強化・充実に向けた検討を行い

ます。 

  

２．地域生活への移行や地域定着のための支援体制の確保 

 サービス等利用計画の作成や当該計画のモニタリングを通じ、地域生活への移行の

ための支援のための支援に係るニーズが顕在化することも考えられることから、障害

者支援施設入所者や精神科病院に入院している障害者の数等を勘案し、計画的に地域

に移行できるようサービス提供体制の確保を図ります。 

 

３． 発達障害者等に関する支援 

 発達障害者支援法に基づき、発達障害があり、障害及び社会的障壁（日常生活又は

社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一

切のもの）により日常生活又は社会生活に制限を受けることのないよう、医療、保健、

福祉、教育、労働等に関する業務を行う関係機関や県に設置されている発達障害者支

援センターと連携し支援を行います。また、発達障害児が早期の発達支援を受けられ

るよう、市役所健康づくり支援課、社会福祉課、保育所・認定こども園、学校等の連

携を密にします。 

また、発達障害者等の早期発見・早期支援には、発達障害者等及びその家族等への

支援が重要であることから、保護者等が子どもの発達障害の特性を理解し、必要な知

識や方法を身につけ、適切な対応ができるよう、ペアレントプログラムやペアレント

トレーニング等の発達障害者等及びその家族等に対する支援体制を確保することが重

要です。加えて、発達障害者等に対して適切な支援を行うためには、発達障害を早期

かつ正確に診断し、適切な発達支援を行う必要があることから、発達障害の診断等を



 

 

専門的に行うことができる医療機関等を確保することが重要です。 

 

 北茨城市では、北茨城市地域自立支援協議会（以下、協議会という。）を中心に、北

茨城市地域ケアシステム推進事業、指定相談支援事業者等その他の関係機関等と連携

強化を図っていくとともに、障害児に対する支援拡充の観点から、教育委員会、特別

支援学校との情報交換等を日頃からこまめに行い、広範な支援体制の確立に努めます。 

 このうち協議会は、平成２４年４月より法定化され、相談支援体制の中核的存在と

して、障害者等が直面する様々な問題等について積極的な関与が求められています。

これに即して北茨城市では、令和２年度よりワーキングチームを設置し、。この専門部

会の中で、多分野・他職種の関係機関と情報の共有、課題の整理、検討、評価等を行

い、地域支援体制の強化を図ります。 
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第３章 障害者・障害児の状況 

第1節 障害者手帳の交付状況 

１．身体障害者の状況 

身体障害者手帳の交付を受けている方は、令和元年度末時点で、２，０３５人とな

っており、平成２９年度末と比較すると２１８人増となっています。障害種別では肢

体不自由が 985 人と最も多く、全体の約４８％を占めています。次いで、内部障害

７７４人、聴覚・平衡機能障害が 132 人、視覚障害が 119 人、音声・言語・そしゃ

く機能障害が 25 人となっています。 

 

障害別数の推移                      （各年度末 単位：人） 

 

 

 

視覚 聴覚平衡
音声・言

語・そしゃ
く

肢体不自由 内部 合計

平成２9年度 105 128 23 927 634 1817

平成30年度 110 132 24 971 681 1918

令和元年度 119 132 25 985 774 2035



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

２．知的障害者の状況 

療育手帳の交付を受けている方は、令和元年度末の時点で 405 人となっており、

平成２９年度末と比較すると２５人増となっています。 

 等級別ではＡ（重度）が最も多く１１２人、次いでＢ（中度）が１０９人、Ｃ（軽

度）が１０２人、○Ａ（最重度）が８２人となっています。 

 

等級別数の推移                    （各年度末 単位：人） 

 

グラフで見る等級別交付者数の推移 

 

 

３．精神障害者の状況 

精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方は、令和元年度末時点で、２５０人

となっており、平成２９年度と比較すると３人減となっております。 

 等級別では２級が最も多く、１４１人、次いで３級が８３人、１級が２６人となっ

ています。 

 また、自立支援医療（精神通院）受給者証の利用者は、令和元年度末時点で５１６

人となっており、平成２９年度と比較すると１５人減となっています。 

○Ａ（最重度） Ａ（重度） Ｂ（中度） Ｃ（軽度） 合計
平成２９年度 77 111 102 90 380
平成３０年度 78 114 102 96 390
令和元年度 82 112 109 102 405

等級別数の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（各年度末　単位：人）



 

 

 

 

グラフで見る等級別交付者数の推移 

 

 

自立支援医療（精神通院）受給者数の推移     (各年度末 単位：人) 

 

グラフで見る自立支援医療（精神通院）受給者数の推移 

 

精神障害者保健福祉手帳の交付者数の推移　　　（各年度末　単位：人）
１級 ２級 ３級 合計

平成２９年度 26 140 87 253

平成３０年度 25 130 86 241

令和元年度 26 141 83 250

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

自立支援医療
（精神通院）
受給者数

531 504 516



 

 

４．難病患者等の状況 

市内で一般特定疾患医療費受給者証の交付を受けている方                 （単位：人） 

 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

一般特定疾患医療費

受給者証交付者数 
283 275 277 

 

５．障害児の状況 

 現在市内には特別支援学校が１校設置されています。また、１１校の小学校のうち、

８校、５校の中学校のうち、５校に特別支援学級が設置されています。 

  

特別支援学級に在籍している児童・生徒数            （単位：人） 

 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

小学校 ４６ ５９ ６４ 

中学校 １７ １９ ２５ 

 

 未就学児で療育指導を受けた者の人数              （単位：人） 

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

２６ ２４ ２３ 

 

第２節 障害支援区分の認定状況 

1．障害支援区分認定の状況 

 障害支援区分では、障害の多様な特性その他の心身の状態に応じて必要とされる標

準的な支援の度合いを総合的に判定しています。 

 

障害支援区分認定者数                  （各年度末 単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 非該当 合計

平成２９年度 13 27 11 4 3 8 2 68

平成３０年度 4 22 19 22 8 17 0 92

令和元年度 5 20 12 17 8 6 0 68



 

 

第４章 障害福祉サービス等の提供体制の確保に係る成果目標 

第１節 福祉施設入所者の地域生活への移行 

 

１．福祉施設入所者の地域生活への移行目標 

 第６期計画では、国の基本指針が見直され、平成２８年度末時点での施設入所者の

うち９％以上が令和２年度末までに地域生活へ移行するとされていた目標が、令和元

年度末時点の施設入所者の６％以上を地域生活へ移行すると変更されました。 

 北茨城市の令和元年度末時点での施設入所者数は７３人でしたので、その６％に当

たる４人が令和５年度末までに地域生活へ移行する目標値となります。また、令和２

年度末までの数値目標が達成されないと見込まれる場合は、未達成割合を令和５年度

末における施設入所者の地域生活への移行目標値に加えた割合以上を目標値とすると

いう指針に基づき、２８人（令和２年度末までに未達成と見込まれる割合）を加えた

３２人を地域生活へ移行する目標値とします。 

 

令和５年度末の時点における施設入所からの地域移行目標        ３２人 

 

２．施設入所者の退所目標 

 第６期計画では、国の基本指針が見直され、平成２８年度末時点の施設入所者の

２％以上が令和２年度末までに削減することとされていた目標が、令和元年度末時点

の施設入所者の１．６パーセント以上を削減すると変更されました。 

 北茨城市の令和元年度末時点での施設入所者は７３人でしたので、その１．６％に

当たる１人が令和５年度末までに退所する目標値となります。また、令和２年度末ま

での数値目標が達成されないと見込まれる場合は、未達成割合を施設入所者の削減の

目標値に加えた割合以上を目標値とするという指針に基づき、６人（５期計画で設定

された令和２年度末の施設入所者数に対して未達成と見込まれる割合）を加えた７人

を施設入所者の削減目標とし、令和５年度末の時点における施設入所者数を６６人と

します。 

令和５年度末の時点における施設入所者数               ６６人 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第２節 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 第６期計画では、国の基本指針が見直され、精神障害者にも対応した地域包括ケア

システムの構築を目指す新たな政策理念を踏まえ、精神病床から退院１年以内の地域

における平均生活日数、精神病床における１年以上長期入院患者数（６５歳以上の１

年以上長期入院患者数、６５歳未満の１年以上長期入院患者数）、精神病床における早

期退院率（入院後３か月時点の退院率、入院後６か月時点の退院率、入院後１年時点

の退院率）について、当該数値に係る新たな目標を設定することが示されました。 

 

１．精神障害者の精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数  

 精神障害者にも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進するためには、地域に

おける精神保健医療福祉体制の基盤を整備する必要があることから、当該整備状況を

評価する指標として、精神障害者の精神病床から退院後１年以内の地域における平均

生活日数の平均に関する目標を設定します。 

 上記の内容については、都道府県で設定されます。 

 

２．精神病床における１年以上長期入院患者数目標 

 ・令和５年度末の精神病床における６５歳以上の１年以上長期入院患者数 

 ・令和５年度末の精神病床における６５歳未満の１年以上長期入院患者数 

 上記の目標内容については、都道府県で設定されます。 

 

３．精神病床における早期退院率  

 ・令和５年度における入院後３か月経過時点の退院率を６９％以上とする。 

 ・令和５年度における入院後６か月経過時点の退院率を８６％以上とする。 

 ・令和５年度における入院後１年経過時点の退院率を９２％以上とする。 

 上記の内容については、都道府県で設定されます。 

 

第３節 地域生活支援拠点等の整備 

 国の指針に基づき、障害者の地域生活を支援する機能（相談、体験の機会・場、緊

急時の受入・対応、専門性、地域の体制づくり等）の集約等を行う拠点等について、

令和５年度末までに各市町村又は、各圏域に少なくとも１つの拠点等を整備しつつ、

その機能の充実のため、年１回以上運用状況の検証及び検討をすることを目標としま

す。 

 

令和５年度末時点の目標値                    １か所 

 

 



 

 

第４節 福祉施設から一般就労への移行等の目標 

１．福祉施設から一般就労への移行促進 

 第６期計画では国の指針が見直され、令和２年度中に平成２８年度実績の１.５倍以

上が福祉施設から一般就労へ移行するとされていた目標が、令和元年度実績の１.２７

倍の人数が令和５年度末に一般就労へ移行するという目標に変更されました。 

 具体的には、就労移行支援事業については１.３倍以上、就労継続支援 A 型事業につ

いては概ね１.２６倍以上、就労継続支援 B 型事業については概ね１.２３倍以上を目

指します。 

 北茨城市における令和元年度の一般就労への移行実績は０人となっております。そ

のため、令和５年度末には１人が一般就労へ移行されることを目標値になります。ま

た、令和２年度末までの数値目標が達成されないと見込まれる場合は、未達成割合を

目標値に加えた割合以上を目標値とするという指針に基づき、１人（第５期計画で設

定された令和２年度末の福祉施設から一般就労への移行者数に対して未達成と見込ま

れる割合）を加えた２人が一般就労に移行されることを目標にします。 

 

令和５年度末時点における一般就労移行者数              ２人 

 

２．就労定着支援事業の利用者数 

 第６期計画では国の指針が見直され、令和５年度における就労移行支援事業等を通

じて一般就労に移行する者のうち、７割が就労定着支援事業を利用することが基本と

されました。令和５年度末時点における一般就労移行者数の目標値を２人と設定して

いることから、１人が令和５年度における就労定着支援の利用することを目標にしま

す。 

令和５年度末時点における就労定着支援利用者数             １人 

 

３．就労定着支援事業所における利用者の就労定着率 

 第６期計画では国の指針が見直され、就労定着支援事業の就労定着率（過去３年間

の就労定着支援の総利用者数のうち前年度末時点の就労定着者数の割合）を、就労定

着支援事業所のうち、就労定着率が８割以上の事業所を全体の７割以上を基本とする

とされました。 

  

 

 

 

 

 



 

 

第５章 障害福祉サービス等の見込量 

第１節 障害福祉サービスの見込及び確保のための方策 

 本項目では、障害福祉サービス別に現状と課題を明らかにし、国が定める基本指針

に即して、令和５年度の数値目標を設定し、それを確保するための方策及び今後の課

題等について整理します。 

 

１．訪問系サービス 

サービス名 内容 

居宅介護 
自宅で入浴や排せつ、食事などの介助を行うサービスです（通院

等の介助も含まれます）。 

重度訪問介護 
重度の障害があり常に介護が必要な方に、自宅で入浴や排せつ、

食事などの介助や外出時の移動の補助を行うサービスです。 

同行援護 
重度の視覚障害者が外出する際に同行し、移動補助を行うサービ

スです。 

行動援護 
知的障害や精神障害により行動が常に困難で介護が必要な方に、

行動時の介助や外出時の移動補助を行うサービスです。 

重度障害者包括支援 

常に介護が必要な方のうち、特にその必要度が高いと認められた

方に、居宅介護などの障害福祉サービスを包括的に提供するサー

ビスです。 

 

現状と課題 

 訪問系サービスは、在宅で暮らす障害者等の日常生活を支援するサービスであるこ

とはもちろんですが、同居等の家族の負担軽減という側面も併せ持つ重要なサービス

です。 

 今後、施設入所者や長期入院中の精神障害者の地域生活への移行が進むにつれ利用

者数が増加すると見込まれます。また、利用者ニーズの多様化や介護者の高齢化等に

伴い、一人当たりの利用時間（日数含む）数も増加が見込まれます。 

 

各年度の見込み量と確保に関する方策 

 サービスの利用量は、障害の程度、居住する地域、支援者の有無及び家族構成等に

より様々ですので、今後ともニーズを把握して適正な支給量の確保に努めます。 

 市内には、令和２年１１月の時点で５つの居宅介護事業所があり、居宅介護、重度

訪問介護、同行援護及び行動援護については、十分な供給量を確保しています。しか

し、重度障害者包括支援を提供できる事業所がないことから、第５期計画に引き続き、

同サービスを提供できる事業所の確保に努めていきます。また、国の指針により、訪

問系サービスの見込量はまとめて見込むとされているため、訪問系サービス全てを合

わせた見込量となっています。 

 



 

 

【訪問系サービスの実績と見込】 

 

 

２．日中活動系サービス  

サービス名 内容 

生活介護 
 常に介護が必要な方に、施設で入所や排せつ、食事の介護や創

作的活動などの機会を提供するサービスです。 

自立訓練（機能訓練） 

 身体に障害を有する方が自立した日常生活や社会生活ができる

よう、一定の期間における身体機能向上のために必要な訓練をす

るサービス。 

自立訓練（生活訓練） 

 知的障害又は精神障害を有する方が自立した日常生活や社会生

活ができるよう、一定の期間における身体機能向上のために必要

な訓練をするサービスです。 

就労移行支援 

 就労を希望する方に、一定の期間における生産活動やその他の

活動の機会の提供、知識や能力の向上のための訓練をするサービ

スです。  

就労継続支援 

（A 型・B 型） 

 通常の事業所で働くことが困難な方に、就労の機会の提供や生

産活動その他の活動の機会の提供、知識や能力の向上のための訓

練をするサービスです。 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度
令和３年度
（見込）

令和４年度
（見込）

令和５年度
（見込）

実利用人数（人／月） 53 56 59

利用量（時間／月） 1325 1400 1475

実利用人数（人／月） 23 27 29

利用量（時間／月） 449 529 596

実利用人数（人／月） 1 1 1

利用量（時間／月） 25 25 25

実利用人数（人／月） 1 2 2

利用量（時間／月） 12 19 15

実利用人数（人／月） 1 1 1

利用量（時間／月） 15 15 15

実利用人数（人／月） 2 3 2

利用量（時間／月） 10 19 17

実利用人数（人／月） 3 4 5

利用量（時間／月） 45 60 75

実利用人数（人／月） 0 0 0

利用量（時間／月） 0 0 0

実利用人数（人／月） 1 1 1

利用量（時間／月） 24 24 24

実利用人数（人／月） 0 0 0

利用量（時間／月） 0 0 0

行動援護

計画

実績

重度障害者包
括支援

計画

実績

※令和２年度実績は令和３年1月末現在の月平均の数。

居宅介護

計画

実績

区分

重度訪問介護

計画

実績

同行援護

計画

実績

実利用人数
　70人/月

利用量
607時間/月

実利用人数
　76人/月

利用量
731時間/月

実利用人数
　82人/月

利用量
750時間/月

※訪問系サービス全体の見込み



 

 

就労定着支援 

就労移行支援等の利用を経て、一般企業等へ就労をした方が、

就労に伴う環境変化により、生活リズムの調整や家計の管理など

の問題が生じた際に、必要な連絡調整や指導・助言などするサー

ビスです。 

療養介護 
 医療の必要な障害者で常に介護が必要な方に、医療機関で機能

訓練や療養上の管理、看護、介護を行うサービスです。 

短期入所 
自宅で介護を行う方が病気などで障害者等の介護が出来ない場

合、短期間施設へ入所するサービスです。 

 

現状と課題 

 生活介護、就労移行支援及び就労継続支援（A 型・Ｂ型）の実利用者数が増加傾向

にあります。就労継続支援（B 型）については、近隣のサービス提供事業所が増加し

たことや日中活動の充実を目的とする人が増え、実績が第５期計画での見込値を上回

っています。就労継続支援（Ａ型）については、一般就労に向けて取り組もうとする

障害者が増えたこと等により増加傾向にありますが、市内に就労継続支援（Ａ型）提

供事業所はなく、安定的なサービス供給についての今後の取り組みが重要な課題とな

っております。 

 ※以下の各表について、令和２年度の実績は１０月末の数。「人／日」は「（月間の

実利用人員）×（１人１か月あたりの平均利用日数）」を指す。 

 

各年度の見込み量と確保に関する方策 

生活介護、自立訓練（生活訓練）、及び就労移行支援については、特別支援学校卒業

見込者数や施設利用待機者等の新規利用者等を踏まえて設定しました。就労定着支援

については、一般就労を継続し社会生活を安定させるため非常に重要なサービスです

が、市内に事業所はなく、近隣にも数少ない状況です。障害者の就労定着のためにも

環境づくりや、サービス事業所の整備、支援員養成に努めます。 

短期入所は、在宅で暮らす障害者等を介護する家族等の負担を軽減するだけでなく、

施設入所の利用を検討する障害者等にとっても、施設での生活に慣れることができる

貴重な機会となっております。支給決定を受けているものの、実際の利用に繋がって

いない事例も未だに多く見受けられますが、利用の需要は増加傾向にあります。一方

で、強度行動障害など高度な支援を要する方を受け入れられる事業所は、いまだ近隣

で少ない現状があります。利用者の精神的な負担を軽減するためにも、当該サービス

を日中活動系のサービスとともに提供している事業所への通所を試みることができる

よう、環境づくりや、サービス提供事業所の整備、支援員の養成に努めます。 

 

 

 

 



 

 

【日中活動系サービスの実績と見込】 

 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度
令和３年度
（見込）

令和４年度
（見込）

令和５年度
（見込）

実利用人数（人／月） 110 113 116 113 116 119

利用量（人日／月） 2,530 2,599 2,688 2,599 2,668 2,737

実利用人数（人／月） 107 110 112

利用量（人日／月） 2,045 2,074 2,188

実利用人数（人／月） 1 2 3 1 2 3

利用量（人日／月） 23 46 69 23 46 69

実利用人数（人／月） 0 0 1

利用量（人日／月） 0 0 4

実利用人数（人／月） 6 8 10 1 2 3

利用量（人日／月） 138 184 230 23 46 69

実利用人数（人／月） 0 0 0

利用量（人日／月） 0 0 0

実利用人数（人／月） 26 31 36 5 13 15

利用量（人日／月） 598 713 828 115 299 345

実利用人数（人／月） 5 3 3

利用量（人日／月） 67 44 31

実利用人数（人／月） 1 1 1

利用量（人日／月） 23 23 23

実利用人数（人／月） 0 0 0

利用量（人日／月） 0 0 0

実利用人数（人／月） 6 10 14 15 17 19

利用量（人日／月） 138 230 322 345 391 437

実利用人数（人／月） 8 14 14

利用量（人日／月） 130 229 265

実利用人数（人／月） 60 68 76 90 94 100

利用量（人日／月） 1,380 1,564 1,748 2,024 2,139 2,277

実利用人数（人／月） 73 83 88

利用量（人日／月） 1,399 1,581 1,645

実利用人数（人／月） 7 9 11 7 9 11

利用量（人日／月） 215 253 279 215 253 279

実利用人数（人／月） 6 6 6

利用量（人日／月） 182 182 184

実利用人数（人／月） 73 78 83 24 28 33

利用量（人日／月） 1,095 1,170 1,245 360 420 435

実利用人数（人／月） 14 17 6 1 2 3

利用量（人日／月） 130 181 84 15 30 90

自立訓練
（機能訓練）

計画

実績

自立訓練
（生活訓練）

計画

実績

区分

生活介護

計画

実績

就労継続支援
（Ａ型）

計画

実績

就労継続支援
（Ｂ型）

計画

実績

就労移行支援

計画

実績

就労定着支援

計画

実績

短期入所

計画

実績

療養介護

計画

実績

※令和２年度実績は令和３年1月末現在の月平均の数。   Aは福祉型、Bは医療型短期入所見込量。

A

B



 

 

 

３．居住系サービス 

サービス名 内容 

自立生活援助 

定期的に利用者の居宅を訪問し、家事の課題や料金等の滞

納がないかなどについて確認を行い、必要な助言や医療機関

等との連絡調整を行う。定期的な訪問だけでなく、利用者か

らの相談・要請があった際には訪問・電話・メール等による

随時の対応を行う。 

共同生活援助 

 主に夜間、地域で共同生活を営む方に、住居において

相談、入浴、排せつ又は食事の介護その他の日常生活上

の援助を行うサービスです。 

施設入所支援 
 主に夜間、障害者支援施設へ入所する方に、入浴、排

せつ、及び食事等の介護などを行うサービスです。 

 

現状と課題 

 令和２年１１月の時点で市内に共同生活援助を提供する事業所は４か所あります。 

 施設入所支援を提供する事業所は市内に２か所あるほか、近隣市にもありますが、

いずれの施設においても長期間にわたり利用している方がほとんどであるため、今後

新たに施設入所を希望する方にとっては、利用待機者登録をしても容易に利用するこ

とができないサービスとなっております。 

 さらに、国の基本指針の中で、令和５年度末における施設入所者数について、令和

元年度末時点の施設入所者数の６パーセント以上が地域生活へ移行するとともに、１．

６パーセント以上を削減することとしています。このため、施設入所支援を利用する

方のうち、地域生活への移行が可能と考えられる方への支援が重要となっています。 

 

各年度の見込み量と確保に関する方策 

第５期計画策定時には、共同生活援助を提供できる事業所が市内に３か所でしたが、

その後事業所が４か所に増えた事により、今後は、施設入所支援利用者や精神障害者

の地域生活への移行が促進されることが期待されます。そのため、共同生活援助につ

いては、現時点で共同生活援助の利用予定がある者の数を含めて利用量を見込み、施

設入所支援については、国の基本指針に即して利用量を見込みました。 

 

【居住系サービスの実績と見込】 

 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度
令和３年度
（見込）

令和４年度
（見込）

令和５年度
（見込）

計画 利用量（人／月） 45 50 56 62 68 75

実績 利用量（人／月） 43 48 55

計画 利用量（人／月） 70 66 62 69 65 61

実績 利用量（人／月） 72 71 73

※令和２年度実績は令和３年1月末現在の月平均の数。

施設入所支援

区分

共同生活援助



 

 

４．相談支援 

サービス名 内容 

計画相談支援  障害福祉サービスを利用するにあたって必要となるサービ

ス利用計画の作成と、その後のモニタリングを実施するサー

ビスです。 

地域移行支援  福祉施設入所者及び入院中の精神障害者が地域に移行する

ために必要な住居の確保等に関する相談等を受けることがで

きるサービスです。 

地域定着支援  地域生活へ移行した障害者について、常時の連絡体制を確

保するとともに、障害の特性に起因して生じた緊急事態等に

相談等で対応するサービスです。 

現状と課題 

 相談支援は、一人ひとりの障害の特性等を踏まえたうえで、障害者等が自立した日

常生活又は社会生活を営むことができるよう、障害者等が抱える問題の解決や適切な

サービス利用に向けてきめ細やかにケアマネジメントする機能です。 

 北茨城市では、自立支援法施行以前から、高齢者を含めたサービスの調整機関とし

て「地域ケアシステム推進事業」を活用しています。また、平成２０年度には北茨城

市地域自立支援協議会を立ち上げ、障害福祉施策についての検討の場としてきました。 

 このような中、平成２４年４月から地域相談支援（計画相談支援、地域移行支援、

地域定着支援）が始まり、以前にも増して相談支援の重要性が高まっておりますが、

市内の計画相談支援事業所は令和２年１１月の時点で２か所となっており、在宅・施

設入所問わず、計画相談支援利用の普及に関する体制整備が重要な課題となっており

ます。 

 

各年度の見込量と確保に関する方策 

 地域相談支援のうち、計画相談支援については、サービス等利用計画の作成とその

後のモニタリングが主な内容となります。市内の特定相談支援事業所は令和３年３月

時点で２か所となっており、指定を希望する事業所等に対して情報提供等の支援を実

施し、指定事業所の増加と質の担保、安定的な利用計画作成体制の整備に努めます。

加えて、一般相談にも対応できる体制整備を検討します。 

【相談支援の実績と見込】 

 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度
令和３年度
（見込）

令和４年度
（見込）

令和５年度
（見込）

計画 利用量（人） 265 285 305 298 313 329

実績 利用量（人） 256 280 288

計画 利用量（人） 10 10 10 10 10 10

実績 利用量（人） 0 0 0

計画 利用量（人） 2 3 6 2 3 4

実績 利用量（人） 0 0 0

※令和２年度実績は令和３年２月末現在の支給決定者数。

区分

計画相談支援

地域移行支援

地域定着支援



 

 

第２節 地域生活支援事業の実施について 

 地域生活支援事業は、障害者及び障害児（以下「障害者等」という。）が基本的人権

を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活又は社会生活を営むことができる

よう、地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業形態による事業を計画的に実施

し、障害者等の福祉の増進を図るとともに、障害の有無にかかわらず国民が相互に人

格と個性を尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与すことを目的と

しています。 

 ここでは障害福祉サービスと同様に、これまでの各年度における実績及び第６期計

画推進期間内における各年度の見込量を設定します。 

 

１．理解促進研修・啓発事業（必須事業） 

サービス名 内容 

理解促進研修・啓発 

事業 

 障害者が日常生活をするうえで生じる「社会的障壁」をなくすた

め、市民に対して、障害者に対する理解を深めるための研修会やイ

ベントの開催、啓発活動などを行います。 

 

事業の実施に関する考え方及び事業の量の見込 

 理解促進研修・啓発事業は、平成２５年４月から必須事業となりましたが、当市で

は障害者に対する理解を深める研修会が未開催なため、引き続き地域住民に対して、

各種イベント時にパンフレット等の配布を行い、障害者週間にあわせて市広報紙で障

害者福祉制度についてお知らせしていくほか、北茨城市地域自立支援協議会等を活用

し内容を検討した上で、障害者（児）の理解を深めるための研修会等を開催していき

ます。 

 本市では、障害者差別解消法に即した市職員対応要領を平成３０年度に策定し、職

員対象の研修会を実施しています。 

 

２．自発的活動支援事業（必須事業） 

サービス名 内容 

自発的活動支援事業 
障害者、その家族、地域住民などが地域において自発的に行う活

動を支援します。 

 

事業の実施に関する考え方及び事業の量の見込 

 自発的活動支援事業は、平成２５年４月から必須事業となりましたが、当市では未

実施となっております。北茨城市地域自立支援協議会等で意見を聴取し、第６期計画

推進期間内において、多くの障害者等やその家族、地域住民等が関われるような事業

を実施できるよう努めます。 

 



 

 

３．相談支援事業（必須事業） 

サービス名 内容 

相談支援事業 

 障害者等、障害児の保護者又は障害者等の介護を行う者などから

の相談に応じ、必要な情報の提供等の便宜を供与することや、権利

擁護のために必要な援助を行うことにより、障害者等が自立した日

常生活又は社会生活を営むことができるように支援します。 

 

○基幹相談支援センター等機能強化事業 

 一般的な相談支援事業に加え、専門的職員を基幹相談支援センタ

ー等に配置することや、基幹相談支援センター等が地域における相

談支援事業者等に対する専門的な指導・助言、人材育成の支援等を

行い相談支援機能の強化を図ります。 

 ※基幹相談支援センター…地域における相談支援の中核的な役割

を担う機関として、総合的・専門的な相談支援の実施、地域の相談

支援体制の強化への取組を行います。また、地域移行・地域定着の

促進について、制度の普及啓発や体制整備に係るコーディネートを

行います。 

 

○住宅入居等支援事業（居住サポート事業） 

 賃貸契約による一般住宅への入居に当たり、入居契約手続き支援

や、生活上の課題に応じた支援の調整を行います。 

 

事業に実施に関する考え方及び事業の量の見込 

 相談支援事業は、市が直営で実施しているほか、精神障害の特性を考慮し、精神保

健福祉士が配置された指定特定相談支援事業者に委託して実施しています。また、地

域における相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センター、住宅入居等支援事

業については、現在未実施となっているため、設置や体制等について第６期計画推進

期間内において検討していきます。 

 

障害者相談支援事業実績と見込 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度
令和３年度
（見込）

令和４年度
（見込）

令和５年度
（見込）

利用量（人） 43 49 52 57 63 69

※令和２年度実績は令和３年２月末現在の支給決定者数。

障害児相談支援

区分



 

 

４．成年後見制度利用支援事業（必須事業） 

サービス名 内容 

成年後見制度利用支

援事業 

 障害福祉サービスを利用し又は利用しようとする知的障害者又は

精神障害者に対し、成年後見制度の利用について必要となる経費の

全て又は一部を補助します。 

事業実施に関する考え方及び事業の量の見込 

 成年後見制度利用支援事業については、平成２４年４月から必須事業となりました

が、当市では平成２１年度より開始しており未だ利用がありません。しかし、近年当

該制度に関して相談が増えており、令和３年度以降に利用者が出る見込みです。アン

ケート調査の結果では、成年後見制度について内容まで知っていると回答した方は約

１４％、名称は知っているが内容は知らないと回答した方は約３５％となっており、

引き続き成年後見制度の内容周知に加え、制度の周知を図ります。 

また、平成２４年１２月に「障害者虐待防止法」が施行されたことを受け、市では

市町村虐待防止センターを中心として関係機関と連携し、虐待事例の未然防止、虐待

発生時の迅速な対応、再発防止への取組等が求められています。障害者の権利擁護へ

の取組としても、成年後見人制度の利用支援は重要であり、虐待防止への取組と併せ

て制度を継続していきます。 

成年後見制度利用支援事業実績と見込 

 
 

５．成年後見制度法人後見支援事業（必須事業） 

サービス名 内容 

成年後見制度法人 

後見支援事業 

 成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができ

る法人を確保できる体制を整備するとともに、実施団体に対す

る研修等を行い法人後見の活動を支援して障害者の権利擁護を

図ります。 

 

事業に実施に関する考え方及び事業の量の見込 

 成年後見制度法人後見支援事業は、平成２５年４月から必須事業となりましたが、

当市では現在未実施となっております。全国的に見ると、成年後見制度の利用者は増

加傾向にあります。また、今後、家族の高齢化や、親族間の関係の希薄化により、第

３者後見人の確保が重要な課題となってくることが予想されるため、後見等の業務を

適正に行うことができる法人の整備を第６期計画推進期間内に進めることに努めてい

きます。 

2

平成３０年度 令和元年度 令和２年度
令和３年度
（見込み）

令和４年度
（見込み）

令和５年度
（見込み）

区分

3【計画】　利用量（回／年） 1 1 1 1

0 0 0【実績】　利用量（回／年）



 

 

 

成年後見制度法人後見支援事業実績と見込 

 
 

６．意思疎通支援事業（必須事業） 

 

事業に実施に関する考え方及び事業の量の見込 

 障害者総合支援法の施行により、コミュニケーション支援事業は、障害者と障害の

ない人の意思疎通を支援する手段の概念に幅を持たせるため、意思疎通支援事業に変

更されました。今後も制度についての周知を図っていきます。 

 

意思疎通支援事業実績と見込（手話通訳者・要筆記者派遣事業） 

 

 

７．日常生活用具給付等事業（必須事業） 

サービス名 内容 

日常生活用具給付等 

事業 

 日常生活上の便宜をはかるため、厚生労働省が定める告示の要件

を満たす６種の用具を給付または貸与します。 

 

日常生活用具の種目、用途及び形状（平成１８年厚生労働省告示第５２９号） 

介護・訓練支援用具 

 特殊寝台、特殊マットその他の障害者等の身体介護を支援する用

具並びに障害児が訓練に用いるいす等のうち、障害者等及び介助者

が容易に使用することができるものであって、実用性のあるもの 

自立生活支援用具 

 入浴補助用具、聴覚障害者用屋内信号装置その他の障害者等の入

浴、食事、移動等の自立生活を支援する用具のうち、障害者等が容

易に使用することができるものであって、実用性のあるもの 

在宅療養等支援用具 
 電気式たん吸引器、盲人用体温計その他の障害者等の在宅療養等

を支援する用具のうち、障害者等が容易に使用することができるも

未実施 未実施 未実施

令和３年度
（見込み）

令和４年度
（見込み）

令和５年度
（見込み）

実施 実施 実施 実施 実施 実施

区分

【計画】　実施の有無

【実績】　実施の有無

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

サービス名

意思疎通支援事業

内容

　聴覚、言語機能、音声機能、視覚その他の障害のため、意思疎通を図る
ことに支障がある障害者等に、手話通訳者や要筆記者の派遣、点訳、代
筆、代読、音声訳等による支援を行います。

※令和２年度（実績）については、令和３年1月末現在

平成３０年度 令和元年度 令和２年度
令和３年度
（見込み）

令和４年度
（見込み）

【実績】　実利用量（件／年） 11 17 6

令和５年度
（見込み）

36 36 36 36 36 36

区分

【計画】　実利用量（件／年）

 



 

 

のであって、実用性のあるもの 

情報・意思疎通支援

用具 

 点字器、人口喉頭その他の障害者等の情報収集、情報伝達、意思

疎通等を支援する用具のうち、障害者等が容易に使用することがで

きるものであって、実用性のあるもの 

排せつ管理支援用具 

 ストーマ用装具その他の障害者等の排せつ管理を支援する用具及

び衛生用品のうち、障害者等が容易に使用することができるもので

あって、実用性のあるもの 

居宅生活動作補助用

具 

 障害者等の居宅生活動作等を円滑にする用具であって、設置に小

規模な住宅改修を伴うもの 

実施に関する考え方及び事業の量の見込 

 日常生活用具の給付等については、障害の状態等に応じて柔軟に給付等を実施して

きたこれまでの施策を堅持していきます。在宅療養等支援用具の給付量が見込みを上

回って増加しており、在宅での医療的なケアが必要な方が増加傾向にあると考えられ

ます。 

 各用具の見込量は実績等を考慮し設定しました。 

日常生活用具給付等事業実績と見込 

 

 

 

 

区分

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

介護・訓練支援用具給付
等給付量

自立生活支援用具給付等
給付量

在宅療養等支援用具
給付量

情報・意思疎通支援用具
給付量

排せつ管理支援用具
給付量

居宅生活動作補助用具
給付量

3

1 0 0

5 5 5 3 3

※令和２年度（実績）については、令和３年2月末現在

1,500

1,176 1,313 1,308

1,400 1,400 1,400 1,500 1,500

13

8 10 4

10 10 10 13 13

12

6 9 15

5 5 5 12 12

令和４年度
（見込み）

6

4 5 1

5 5 5 6 6

0 3 2

令和５年度
（見込み）

5 5 5 5 5 5

平成３０年度 令和元年度 令和２年度
令和３年度
（見込み）



 

 

８．手話奉仕員養成研修事業（必須事業） 

サービス名 内容 

手話奉仕員養成研修

事業 

 聴覚障害者等との交流活動の促進、市町村の広報活動などの支援

者として期待される日常会話程度の手話表現技術を習得した手話奉

仕員を養成研修します。 

 

事業に関する考え方及び事業の量の見込 

 手話奉仕員養成研修事業は、平成２５年４月から必須事業となりましたが、当市で

は現在未実施となっております。第６期計画推進期間中には研修内容等について検討

し、手話奉仕員の養成を図ります。 

手話奉仕員養成研修事業実績と見込 

 

 

９．移動支援事業（必須事業） 

サービス名 内容 

移動支援事業 
 屋外での移動が困難な障害者等について、外出のための支援を行

うことにより、地域における自立生活及び社会参加を促します。 

 

実施に関する考え方及び事業の量の見込 

 今回のアンケート調査の結果から外出時に困っていることについて、「公共交通機関

が少ない」、「道路や駅に階段や段差が多い」等に「該当する」の回答が多く、障害者

のかたが様々な理由で外出時に不便を感じていることがわかり、利用実績も年々増加

しています。令和２年１１月の時点で、北茨城市内には移動支援を提供できる事業所

は４か所ありますが、事業内容や利用方法についての周知を行うとともに、外出支援

に関する様々なニーズに対応できるようガイドライン等の整備を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分

【計画】　実施の有無

【実績】　実施の有無

実施 実施 実施 実施 実施 実施

未実施 未実施 未実施

平成３０年度 令和元年度 令和２年度
令和３年度
（見込み）

令和４年度
（見込み）

令和５年度
（見込み）



 

 

移動支援事業実績と見込 

 

 

１０．地域活動支援センター（必須事業） 

サービス名 内容 

地域活動支援センター 

 障害者等を通わせ、地域の実情に応じて創作的活動又は生産活

動の機会を提供し、社会との交流の促進等の支援を行うサービス

です。 

実施に関する考え方及び事業の量の見込 

 地域活動支援センターは、３種類に分類されます。（下表参照） 

 北茨城市心身障害者第１・第２福祉センターはⅡ型に相当し、主に身体障害者及び

知的障害者を対象として運営しています。利用者の高齢化、固定化などがみられるの

で、就労支援などの展開も検討します。市外にあるⅠ型及びⅢ型のセンターでは、精

神障害者を対象にサービスを提供しており、通所に関する交通費の助成を行っており

ますが、利用者数が少ないため、今後も交通費の助成を継続するとともに、広報紙等

を活用し制度の周知を図ります。 

 

地域活動支援センター分類 

センターⅠ型 

 専門職員（精神保健福祉士等）を配置し、医療・福祉及び

地域の社会基盤との連携強化のための調整、地域住民ボラン

ティア育成、障害に対する理解促進を図るための普及啓発等

の事業を実施する施設です。 

センターⅡ型 
 地域において雇用・就労が困難な在宅障害者に対し、機能

訓練、社会適応訓練等のサービスを実施する施設です。 

センターⅢ型 

 地域の障害者のための援護対策として地域の障害者団体等

が実施する通所による援護事業の実績を概ね５年以上有し、

安定的な運営が図られている施設です。 

 

 

 

 

 

区分

【計画】　利用量（時間）

【計画】実利用者数（人）

【実績】　利用量（時間）

【実績】実利用者数（人） 14 24 23

※令和２年度実績は令和３年2月末現在。

1,400 1,450 1,500 900 950 1,000

40

357 637 783

25 30 35 30 35

平成３０年度 令和元年度 令和２年度
令和３年度
（見込み）

令和４年度
（見込み）

令和５年度
（見込み）



 

 

地域活動支援センター設置実績と見込 

 

 

１１．訪問入浴サービス事業（任意事業） 

サービス名 内容 

訪問入浴サービス 

 地域における身体障害者の生活を支援するため、訪問によ

り居宅において入浴サービスを提供し、身体障害者の身体の

清潔の保持、身体機能の維持等を図るサービスです。 

実施に関する考え方及び事業の量の見込 

 入浴の支援については、生活介護を利用している場合が多いため５期計画における

見込を下回った実績となっております。しかし、アンケートの集計結果にも利用した

いという回答があり、生活介護が利用できない場合等の重要なサービスとして、今後

も事業の継続、周知を図ります。 

訪問入浴サービス実績と見込 

 

 

１２．日中一時支援事業（任意事業） 

サービス名 内容 

日中一時支援 

 障害者の日中における活動の場を確保し、その家族の就労

支援及び一時的な休息を目的として支援を行うサービスで

す。 

 

実施に関する考え方及び事業の量の見込 

 この事業は、一時的な日中での活動支援を行うものです。令和３年３月の時点で、

市内では６か所の事業所がサービスを提供しております。近隣市にも利用可能な事業

所があります。近年では、主に就労継続支援（B 型）を利用後の居場所という理由で

計画

実績

計画

実績

計画

実績

センターⅠ型

センターⅡ型

センターⅢ型

区分

1

1 1 1

1 1 1 1 1

2

2 2 2

2 2 2 2 2

1 1 1

令和３年度
（見込み）

令和４年度
（見込み）

令和５年度
（見込み）

1 1 1 1 1 1

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

※令和２年度（実績）は令和３年１月末現在。

平成３０年度 令和元年度 令和２年度
令和３年度
（見込み）

令和４年度
（見込み）

令和５年度
（見込み）

5

1 1 2

3 3 3 3 4

区分

【実績】　実利用者数（人）

【計画】　実利用者数（人）



 

 

本サービスを利用する方が多く、利用量増加の１番の理由となっております。今後も

個々の生活状況等に合わせて活用できるよう適正な利用を呼び掛けていきます。 

 

日中一時支援実績と見込み 

 

 

１３．その他の任意事業 

サービス名 内容 

更生訓練費給付事業 

 施設に入所しながら就労移行支援事業または自立訓練事業

を利用している方等に更生訓練費を支給し、社会復帰の促進

を図ります。 

知的障害者職親委託制度 

 知的障害者を一定期間、知的障害者の更生援護に熱意を有

する事業経営者等の私人に預け、生活指導及び技能習得訓練

を行うことにより就労に必要な素地を与えるとともに、雇用

の促進と職場における定着性を高め、福祉の向上を図りま

す。 

 

自動車運転免許取得・改造

費助成事業 

 身体障害者が就労のために必要な自動車運転免許の取得及

び自動車の改造に要する費用の一部を助成します。 

スポーツ・レクリエーショ

ン教室開催等 

 スポーツ・レクリエーション活動を通じて障害者間の交流

を図るとともに、イベント参加等を通して社会参加を促進し

ます。 

障害者虐待防止対策支援 

 障害者虐待防止の啓発を行うことにより、障害者への虐待

を未然に防止し、早期に発見することを目的として、市のイ

ベント会場で「障害者虐待防止キャンペーン」を実施しま

す。 

 

 

 

 

 

 

【計画】　利用量（日）

【計画】実利用者数（人）

【実績】　利用量（日）

【実績】実利用者数（人）

区分

46 74 75

90

2,143 6,308 7,040

25 30 35 80 85

令和３年度
（見込み）

令和４年度
（見込み）

令和５年度
（見込み）

852 896 923 6,500 6,615 6,730

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

※令和２年度実績は令和３年2月末現在。



 

 

第６章 障害児福祉計画の概要 

第１節 計画策定の趣旨 

 

１．第２期障害児福祉計画策定の目的 

本計画は、障害児の健やかな育成のための発達支援を図るため、障害児支援の提

供体制の整備等の成果目標や活動指針を定め、障害の有無にかかわらず、児童がと

もに成長できるよう、利用ニーズの把握及び提供体制の整備について基本的な指針

を示します。また、本市における通所支援等のサービスを希望する障害児へ、希望

に沿ったサービスの提供や、保育所や認定こども園、放課後児童クラブ等における

障害児の受入れ体制の整備を行うことを目的とします。 

 

第２節 計画の位置付け 

 

１．計画策定の根拠となる法令 

 障害福祉計画は、障害者基本法第１１条第３項に基づく「市町村障害者計画」を

ふまえ、障害者総合支援法第８８条第１項の規定に基づき市町村が策定するもので

す。 

障害者基本法 第１１条第３項  

市町村は、障害者基本計画及び都道府県障害者計画を基本とするとともに、当該

市町村における障害者の状況等を踏まえ、当該市町村における障害者のための施策

に関する基本的な計画（以下「市町村障害者計画」という。）を策定しなければなら

ない。 

 障害者総合支援法 第８８条第１項 

市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の確保その他この法律

に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という。）を定

めるものとする。 

 児童福祉法 第３３条２０ 

 第 33 条の 20 市町村は、基本指針に即して、障害児通所支援及び障害児相談支援

の提供体制の確保その他障害児通所支援及び障害児相談支援の円滑な実施に関する計

画（以下「市町村障害児福祉計画」という。）を定めるものとする。 

 

 

 

 

 



 

 

２．北茨城市の計画との関係 

 第２期障害児福祉計画は、福祉関係施策を総合的に推進するための北茨城市地域

福祉計画第４期の基本理念等と整合性を図り、障害者等の福祉に関する事項を定め

るものと調和の保たれたかたちで策定します。 

 

第３節 計画の策定体制 

 第２期障害児福祉期計画の策定にあたっては、以下の体制で行いました。 

 

 北茨城市障害児福祉計画（第２期）は、事業者、福祉、保健、雇用・就労、教育の

各担当者を委員とした北茨城市地域自立支援協議会で意見を聴取し、内容に反映させ

ました。 

 

【アンケート調査概要】 

〇障害当事者 

・調査期間：令和２年８月～令和２年９月 

・調査対象：身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳、自立支援医療

（精神通院）受給者証、北茨城市難病見舞金受給者の中から無作為に抽出した８４９

人、障害児福祉サービスを利用している５１名全員の合計９００名。 

・調査方法：郵送による配布、回収。（無記名回答） 

・回収結果：回収数３３９票（回収率４４．３％） 

 

○障害福祉サービス事業所 

・調査期間：令和２年８月～令和２年９月 

・調査対象：市内の障害福祉サービス提供事業所 計１８事業所  

・調査方法：郵送による配布、回収。 

・回収結果：回収数１３票（回収率７２．２％） 

 

○認定こども園・保育所（園） 

・調査期間：令和２年８月～令和２年９月 

・調査対象：市内の全認定こども・保育所（園） 計９事業所 

・調査方法：郵送による配布、回収。 

・回収結果：回収数７票（回収率７７．８％） 

 

 

 

 



 

 

第７章 障害児福祉計画策定の基本的な考え方 

第１節 基本理念 

 

１．障害児の健やかな育成のための発達支援                              

 障害児支援を行うに当たっては、障害児本人の最善の利益を考慮しながら、障害児

の健やかな育成を支援することが必要です。障害の疑いがある段階から身近な地域で

支援できるように、障害児入所支援及び障害児相談支援について、障害種別に関わら

ず、質の高い専門的な発達支援の充実を図ります。 

 また、障害児のライフステージに沿って、地域の保健、医療、障害福祉、保育、教

育、就労支援等の関係機関が連携を図り、切れ目のない一貫した支援を提供する体制

の構築を図ります。 

 

第 2 節 障害児支援の提供体制の確保に関する基本的な考え方 

 第２期障害児福祉計画では、障害児支援について、支援のための基盤整備が求めら

れています。子ども・子育て支援法第二条第二項において、「子ども・子育て支援の内

容及び水準は、全ての子どもが健やかに成長するように支援するものであって、良質

かつ適切なものでなければならない」と規定されていること、及び同法に基づく教育、

保育等の利用状況を踏まえた上で、居宅介護や短期入所等の障害福祉サービス、障害

児通所支援等の専門的な支援の確保及び共生社会の形成促進の観点から、保健、医療、

保育、就労支援等の関係機関とも連携を図り、障害児及びその家族に対して、乳幼児

期から学校卒業まで一貫した、効果的な支援を身近で提供する体制の整備に努めます。 

 

１．地域支援体制の構築  

 障害児通所支援等における障害児及びその家族に対する支援について、障害児の障

害種別や年齢別等のニーズに応じて、身近な場所で提供できるように、児童発達支援

センターなど、地域における支援体制の整備を進めます。 

 また、障害児入所施設に関して、ケア単位の小規模化の推進及び地域に開かれたも

のとすることが重要であり、入所児童の 18 歳以降の支援の在り方について必要な協

議が行われる体制を確保できるよう努めます。 

 

２．保育、保健医療、教育、就労支援等の関係機関と連携した支援  

 障害児の支援にあたっては、その成長過程に応じ保育所や認定こども園、放課後児

童健全育成事業（放課後児童クラブ）等の子育て支援施策との緊密な連携が必要とな

ります。就学時及び卒業時において、支援が円滑に引き継がれることも含め、学校、

障害児通所支援事業所、障害児入所施設、障害児相談支援事業所、就労移行支援等の



 

 

障害福祉サービスを提供する事業所等が連携し、市の関係部署や教育委員会との連絡

体制を確保し、支援が滞りなく継続できるよう努めます。 

 また、障害児通所支援の実施に当たって、学校の空き教室の活用等、関連する施策

との緊密な連携の促進に資する実施形態を検討していく必要があります。 

 難聴児支援についても、関係機関と連携して支援をしていきます。 

 

３．地域社会への参加・包容の推進  

 既に保育所・認定こども園へは市・特別支援学校から訪問等を行い、障害児の支援

にかかる相談を受け、日頃の円滑な支援に役立てているところではあります。今後は

これらに加え、保育所等訪問支援を活用して障害児通所支援事業所等が保育所や認定

こども園、放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）、小学校及び特別支援学校等

の育ちの場で支援に協力できるような体制を構築することにより地域社会への参加・

包容（インクルージョン）の推進を図ります。 

 

４．特別な支援が必要な障害児に対する支援体制の整備 

 重症心身障害児や医療的ケアを必要とする児童に対し、保健、医療、障害福祉、保

育、教育等の各関連分野の支援が円滑に引き継がれるよう、人数やニーズを把握し、

地域における課題整理や資源開発を行い、支援体制の充実を図ります。医療的ケア児

支援に係るコーディネーターは、多分野にまたがる支援の利用を調整し、総合的かつ

包括的な支援の提供につなげるとともに、協議の場に参画し、地域における課題の整

理や地域資源の開発等を行いながら、医療的ケア児に対する支援のための地域づくり

を推進する役割を担います。 

また、強度行動障害や高次脳機能障害を有する障害児の支援にあたる人材育成を推

進します。 

 北茨城市早期療育支援システムなど既存の協議の場を活用し、医療機関、障害児通

所支援事業所、障害児相談支援事業所等が共通の相互理解に基づき、対象児童のため

の支援を総合的に提供できるような体制を構築することに努めます。 

 

第３節 障害児相談支援等の提供体制確保に関する基本的な考え方 

 障害児相談支援は、障害児本人や家族に対する継続的な相談支援を行うとともに、

関係機関を繋ぐ中心的な役割を担っています。障害者相談支援と同様に、障害児相談

支援においても、質の確保及びその向上を図ることに努めます。 

 

 

 

 



 

 

第８章 障害児支援の提供体制の確保に係る成果目標 

第１節 障害児支援の提供体制の整備 

 

１．児童発達支援センターの設置目標 

 児童発達支援センターを中核とした重層的な地域支援体制の構築を目指すため、令

和５年度末までに、児童発達支援センターを少なくとも１ヵ所以上設置することとし

ます。なお、市単独での設置が困難な場合には圏域内での設置を検討します。 

 

令和５年度末時点における児童発達支援センターの設置目標       １ヵ所 

 

２．保育所等訪問支援の実施目標 

 障害児の地域社会への参加・包容を推進するため、市内もしくは圏域内に設置され

た児童発達支援センターが保育所等訪問事業を実施するなどにより、令和５年度末ま

でに保育所等訪問支援を利用できる体制を構築します。なお、令和２年度末時点で保

育所等訪問支援利用者は０名でしたので、令和５年度末時点における利用者を１人と

します。 

 

令和５年度末の時点における保育所等訪問支援利用者目標         １人 

 

３．難聴児支援のための中核的機能を有する体制の構築の目標 

 聴覚障害を含む難聴児が適切な支援を受けられるように、令和５年度末までに、児

童発達支援センター、特別支援学校（聴覚障害）等の連携強化を図り、難聴児支援の

ための中核的機能を有する体制を確保することを目指します。 

 上記については都道府県で取り組みます。 

 

４．主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事

業所の確保目標 

 重症心身障害児が身近な地域で支援を受けられるように、令和５年度末までに、主

に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所を

少なくとも１か所以上確保します。なお、市単独での設置が困難な場合には圏域内で

の設置を検討します。 

 

令和５年度末の時点における 

主に重症心身障害者を支援する児童発達支援事業所数目標         １か所 

主に重症心身障害者を支援する放課後等デイサービス事業所数目標     １か所 



 

 

 

５．医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の及びコーディネーターの配置設

置目標 

 医療的ケア児が適切な支援を受けられるように、令和５年度末までに、保健、福祉、

医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関が連携を図るための協議の場を設け、医療

的ケア児等に関するコーディネーターを配置します。なお、市単独での設置が困難な

場合には圏域内での設置を検討します。 

 

第９章 障害福祉サービス等の見込量 

 

１．障害児通所支援 

サービス名 内容 

児童発達支援 

 療育指導が必要とされた未就学の障害児を対象に、日常生

活における基本的な動作を習得し、集団生活に適応できるよ

う、当該児童の身体及び精神の状況や環境に応じた適切な訓

練を行うサービスです。 

放課後等デイサービス 

 学校通学中の障害児に対して、放課後や夏休み等におい

て、生活能力向上のための訓練等を継続的に提供することに

より、学校教育と相まって障害児の自立を促進するととも

に、放課後等の居場所づくりを行うサービスです。 

保育所等訪問支援 

 保育所等を現在利用中の障害児、又は今後利用を予定する

障害児が、保育所等における集団生活の適応のための専門的

な支援を必要とする場合に、経験豊富な児童指導員や保育士

が当該保育所等を訪問し、障害児への支援及び当該保育所等

のスタッフへの支援を提供するサービスです。 

医療型児童発達支援 

 療育指導が必要とされた未就学の障害児を対象に、日常生

活における基本的な動作を習得し、集団生活に適応できるよ

う、当該児童の身体及び精神の状況や環境に応じた適切な訓

練を行うとともに、身体の状況により治療も行うサービスで

す。 

 

現状と課題 

 平成２４年４月から児童福祉法に基づいて決定される障害児通所支援がはじまりま

した。障害者自立支援法を根拠法としていた平成２４年３月までは、市内に児童デイ

サービスを提供できる事業所はありませんでしたが、現在、市内に障害児通所支援を

提供する事業所は４か所あり、サービス利用者も増加傾向にあります。 

 保育所等訪問支援については、市内また近隣にもサービスを提供できる事業所がな

く、利用実績もありません。今後は障害児の保護者等に対して同サービスについての

情報提供を行い、そのニーズについて事業所へ働きかける等して体制の整備に努めま

す。 



 

 

各年度の見込量と確保に関する方策 

 国の指針によれば、教育、保育等の関係機関とも連携を図り、障害児及びその家族

に対して、乳幼児期から学校卒業まで一貫した効果的な支援を身近な場所で提供する

体制の構築を図る事が重要であり、障害児通所支援の整備についても障害福祉計画に

定め、当該計画に沿った取組を進めるよう努めるものとされています。これに即して

北茨城市では、放課後等デイサービスの利用者数が増加傾向にあるため、早期療育支

援システムや北茨城市要保護児童対策地域協議会等の専門機関との連携を強化し、サ

ービスの安定的供給体制の確保に努めます。また、障害児や家族、その他支援機関の

ニーズに対応するため、既に障害児通所支援を提供する近隣事業所等に情報提供を行

い、福祉資源の充実を図ります。 

 

【障害児通所支援実績と見込】 

 
 

 

 

 

 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度
令和３年度
（見込）

令和４年度
（見込）

令和５年度
（見込）

実利用人数（人／月） 1 2 3 4 5 6

利用量（人日／月） 20 40 60 80 100 120

実利用人数（人／月） 1 1 3

利用量（人日／月） 20 4 28

実利用人数（人／月） 35 38 41 42 46 50

利用量（人日／月） 2992 3249 3505 966 1058 1150

実利用人数（人／月） 32 32 39

利用量（人日／月） 364 406 540

実利用人数（人／月） 1 2 3 1 2 3

利用量（人日／月） 10 20 30 10 20 30

実利用人数（人／月） 0 0 0

利用量（人日／月） 0 0 0

実利用人数（人／月） 1 2 3 1 2 3

利用量（人日／月） 10 20 30 10 20 30

実利用人数（人／月） 0 0 0

利用量（人日／月） 0 0 0

※令和２年度実績は令和３年1月末現在の月平均の数。

計画

実績

計画

実績

計画

児童発達支援

放課後等デイ
サービス

保育所等訪問
支援

医療型児童発
達支援

区分

実績

計画

実績



 

 

 

２．障害児相談支援 

サービス名 内容 

障害児相談支援 

 障害児が、障害児通所支援等を利用するにあたって必

要となるサービス利用計画の作成と、その後のモニタリ

ングを実施するサービスです。 

 

現状と課題 

 令和２年１１月時点で、北茨城市内の障害児相談支援事業所は２か所となっており、

障害児に対して充実した相談支援体制確保のための方策を検討する必要があります。

また、保育、教育機関等との連携を図り、個々の異なる状況を踏まえ、利用者本人の

実態に即した良質な相談支援を安定的に供給できるよう努めます。 

各年度の見込量と確保に関する方策 

 北茨城市では、障害児通所支援事業の利用者は年々増加傾向にあります。また、早

期療育システムとの連携により、障害の早期発見からサービスの利用へとつながって

いるケースが増加しています。障害児相談支援事業の重要性は高く、教育、保育等の

関係機関と連携した支援を提供できるよう事業所へ広く働きかけを行い、安定したサ

ービス提供体制と相談の質の確保に努めます。 

【障害児相談支援の実績と見込】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用量（人） 43 49 52 57 63 69障害児相談支援

区分



 

 

参考資料 

 

１．アンケート結果について 

 令和２年４月１日の時点において、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福

祉手帳、自立支援医療（精神通院）受給者証をお持ちの方、障害福祉サービス利用者

（児）及び北茨城市難病見舞金を受給されている方の中から、無作為に抽出しアンケ

ート調査を行いました。併せて、障害者（児）の支援を行う障害福祉サービス事業所

及び市内の認定こども園・保育所（園）にもアンケート調査を行いました。 

 ここでは、代表的な質問に対する回答についてお知らせします。 

 

１． 障害者・児に対するアンケート結果 

１ アンケートの回答者            ２ 身体障害者手帳の等級 

 

２－１ 身体障害者手帳の内容         ３ 療育手帳の等級 

 

４ 精神保健福祉手帳の等級          ５ 難病認定を受けているか 

 

６ 自立支援医療（精神通院）受給状況     ７ 発達障害の診断を受けているか 

 

(1) 本人 71.1 % (1) 1級 22.4 %

(2) 家族 27.9 % (2) 2級 8.5 %

無回答 5.7 % (3) 3級 10.1 %

(4) 4級 13.3 %

(5) 5級 3.3 %

(6) 6級 3.5 %

無回答 38.9 %

(1) 肢体不自由 25.9 % (1) ○Ａ 3.5 %

(2) 内部障害 19.8 % (2) Ａ 5.5 %

(3) 視覚障害 3.4 % (3) Ｂ 3.3 %

(4) 聴覚、平行機能障害 3.7 % (4) Ｃ 4.8 %

(5) 音声･言語･そしゃく機能障害 2.0 % 無回答 82.9 %

無回答 45.2 %

(1) 1級 2.0 % (1) はい 11.3 %

(2) 2級 6.3 % (2) いいえ 79.1 %

(3) 3級 2.8 % 無回答 9.5 %

(4) 無回答 82.9 %

(1) はい 16.4 % (1) 自閉スペクトラム症 5.3 %

(2) いいえ 74.8 % (2) アスペルガー症候群 0.3 %

無回答 8.8 % (3) 注意欠陥多動性障害（ADHD） 1.0 %

(4) 学習障害（LD） 1.0 %

(5) その他 2.0 %

(6) 診断されていない 74.1 %

無回答 16.3 %



 

 

８ 高次脳機能障害と診断を受けているか    ９ 介護認定を受けているか  

 

 

9－1 その介護度は             １０ 障害支援区分認定を受けているか 

 

 

１０－１ その区分は             １１ 現在どのように暮らしているか 

 

 

１１－１ 誰と暮らしているか         １２ 現在、生活に支援が必要ですか 

 

 

 

 

 

(1) はい 7.8 % (1) はい 12.6 %

(2) いいえ 83.7 % (2) いいえ 63.3 %

無回答 8.5 % 無回答 24.1 %

(1) 要支援1 1.5 % (1) はい 4.3 %

(2) 要支援2 2.8 % (2) いいえ 87.9 %

(3) 要介護1 0.3 % 無回答 7.8 %

(4) 要介護2 2.3 %

(5) 要介護3 2.5 %

(6) 要介護4 0.8 %

(7) 要介護5 2.0 %

(8) 非該当 0.3 %

無回答 87.7 %

(1) 区分1 0.3 % (1) 自宅で家族と暮らしている 14.8 %

(2) 区分2 1.3 % (2) 自宅で一人暮らし 78.4 %

(3) 区分3 1.0 % (3) グループホームで生活 0.8 %

(4) 区分4 0.5 % (4) 福祉施設で暮らしている 3.0 %

(5) 区分5 0.0 % (5) 病院に長期入院中 1.5 %

(6) 区分6 0.8 % (6) その他 0.5 %

(7) 非該当 0.5 % 無回答 1.0 %

無回答 95.7 %

(1) 配偶者 30.2 % (1) はい 30.9 %

(2) 親 23.7 % (2) いいえ 63.8 %

(3) 子ども 14.8 % 無回答 5.3 %

(4) 兄弟または姉妹 10.7 %

(5) 孫 2.5 %

(6) 祖父母 2.5 %

(7) その他 0.4 %

無回答 15.3 %



 

 

１２－１ 支援が必要なこと          １３ 現在、医療的ケアを必要としているか 

 

 

１４ 訪問看護・訪問診療を利用しているか  １５ 健康の維持や医療での悩みごと 

 

 

１６ 今後どのように生活したいか      １７ 生活していく上での収入 

 

 

１８ 成年後見制度を知っているか      １８－１ 成年後見制度を利用したいか 

 

(1) 家事（掃除・洗濯・調理） 13.1 % (1) 人工呼吸器 0.3 %

(2) 買い物 10.4 % (2) 胃ろう 0.3 %

(3) 外出 9.7 % (3) たん吸引 3.3 %

(4) お金の管理 7.5 % (4) 経管栄養 0.8 %

(5) 入浴・食事・排泄 8.5 % (5) その他 2.5 %

(6) 緊急時の相談 6.3 % (6) 必要としない 74.9 %

(7) 支援者とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 4.6 % 無回答 18.1 %

(8) その他 0.6 %

無回答 39.3 %

(1) 訪問看護を利用している 2.3 % (1) かかりつけ医が近くにいない 3.8 %

(2) 訪問診療を利用している 1.0 % (2) 専門医がいない 4.7 %

(3) どちらも利用していない 83.2 % (3) 医療機関が近くにない 14.0 %

無回答 13.6 % (4) 病気や治療の説明がわからない 7.0 %

(5) 設備に配慮がされていない 3.0 %

(6) 障害により診療が受けにくい 7.4 %

(7) 相談場所が分からない 6.6 %

(8) その他 4.9 %

無回答 48.7 %

(1) 今のまま生活したい 58.0 % (1) 勤め先の給与・賃金 17.4 %

(2) 家族と在宅で生活したい 18.6 % (2) 通所施設・作業所の工賃 1.8 %

(3) 将来的は施設に入所したい 6.5 % (3) 同居家族の給与・賃金 23.5 %

(4) 将来的はｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑで生活したい 5.9 % (4) 別居家族や親せきの援助 1.8 %

(5) 一般住宅で一人暮らししたい 3.6 % (5) 事業収入（自営業など） 1.8 %

(6) その他 3.1 % (6) 財産収入（家賃収入など） 0.6 %

無回答 4.6 % (7) 年金・特別障害者手当など 44.4 %

(8) その他 3.3 %

無回答 48.7 %

(1) 名称だけは知っている 14.0 % (1) 活用したいと思わない 42.6 %

(2) まったく知らない 37.7 % (2) 将来的には活用したい 15.9 %

(3) 内容まで知っている 35.1 % (3) 活用したいと思う 5.3 %

無回答 13.2 % (4) わからない 24.9 %

無回答 11.3 %



 

 

１９ 現在、悩んでいること         １９－１ 悩みを相談する相手 

 

 

１９－２ 相談相手に望むこと   ２０ どれくらい外出するか 

 

 

２０－１ 外出する場合の手段        ２０－２ 誰と外出するか 

 

 

 

 

(1) 自分の健康や治療のこと 19.8 % (1) 家族・親戚 47.8 %

(2) 経済的なこと 15.4 % (2) 友人・知人 13.0 %

(3) 介助や介護のこと 3.6 % (3) 医療機関 9.6 %

(4) 緊急時や災害時のこと 7.0 % (4) 福祉施設・ｻｰﾋﾞｽ事業所 6.2 %

(5) 仕事や就職のこと 6.3 % (5) 市役所関係課職員 3.6 %

(6) 外出や移動のこと 4.9 % (6) 相談する相手がいない 4.9 %

(7) 家事のこと 3.7 % (7) 学校・職場 4.9 %

(8) 家族や地域での人間関係 1.9 % (8) 民生委員・児童委員 0.2 %

(9) 福祉等の情報収集のこと 3.3 % (9) 公共職業安定所 0.6 %

(10) 話し相手がいないこと 2.4 % (10) 相談支援事業者 0.6 %

(11) 住まいのこと 3.4 % (11) ホームヘルパー 1.8 %

(12) 職場や施設内の人間関係 0.9 % (12) 保健福祉センター 0.3 %

(13) 恋愛や結婚のこと 2.1 % (13) 児童相談所 0.2 %

(14) 就学や進学のこと 1.7 % (14) その他 0.6 %

(15) その他 0.7 % 無回答 5.8 %

(16) 特にない 18.7 %

無回答 4.3 %

(1) いつでも相談できる 21.7 % (1) 毎日 26.1 %

(2) 専門的人材がいる 24.5 % (2) 週5-6日くらい 20.9 %

(3) ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰの配慮ができる 21.4 % (3) 週3-4日くらい 17.1 %

(4) 慣れた人で共感してくれる 18.7 % (4) 週1-2日くらい 17.1 %

(5) 身近ですぐ相談できる 3.4 % (5) 月に2-3回（不定期） 7.3 %

(6) その他 0.3 % (6) ほとんど外出しない 6.5 %

無回答 10.0 % (7) その他 1.8 %

無回答 3.3 %

(1) 自家用車（本人・家族） 52.3 % (1) 一人で外出 32.7 %

(2) 徒歩 13.7 % (2) 配偶者 26.2 %

(3) 路線バス・電車 7.6 % (3) 父母・祖父母・兄弟姉妹 24.7 %

(4) 施設・病院の送迎車 9.5 % (4) 子ども 4.3 %

(5) 自転車・バイク 7.1 % (5) ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰ・施設職員 6.3 %

(6) タクシー 7.5 % (6) その他の人（ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ） 0.8 %

(7) その他 0.2 % 無回答 5.0 %

無回答 2.1 %



 

 

２０－３ 外出時に困ること         ２１ 平日の日中の過ごし方 

 

 

２２ どのような勤務形態で働いているか   ２３ 障害者の就労支援に必要だと思うこと 

 

 

２４ 災害時、一人で避難できるか      ２５ 災害時、支援してくれる人の有無 

 

 

 

 

 

(1) 公共交通機関が少ない 18.7 % (1) 収入を得る仕事（会社、自営業など） 24.6 %

(2) 外出にお金がかかる 7.5 % (2) ボランティア 0.3 %

(3) 道路や駅の階段や段差が多い 10.4 % (3) 専業主婦（主夫） 9.3 %

(4) 発作などの突然の身体の変化 5.7 % (4) 福祉施設、作業所へ通所 5.3 %

(5) 困ったときどうすればいいか 7.5 % (5) デイケアに通っている 0.5 %

(6) 電車・バスの乗降が困難 7.2 % (6) リハビリを受けている 1.0 %

(7) 外出先の建物の設備 5.6 % (7) 自宅で過ごしている 37.2 %

(8) 周囲の目が気になる 5.2 % (8) 入所・入院中 4.8 %

(9) 切符の買い方や乗換え方法 2.5 % (9) 大学・専門学校・職業訓練等 0.3 %

(10) 介助者が確保できない 0.9 % (10) 特別支援学校に通っている 6.8 %

(11) その他 3.4 % (11) 一般の小・中・高に通っている 1.5 %

無回答 25.3 % (12) 幼稚園・保育所・障害児通園施設に通っている 0.5 %

(13) その他 2.0 %

無回答 6.0 %

(1) 正社員（他職員と同勤務条件） 9.5 % (1) 通勤手段の確保 13.6 %

(2) 正社員（障害者配慮有） 2.0 (2) 勤務場所の配慮（バリアフリー等） 8.1 %

(3) パート・アルバイト等の非常勤、派遣職員 8.8 % (3) 短時間勤務や勤務日数の配慮 11.0 %

(4) 自営業など 3.0 % (4) 体調に合わせた勤務日数の配慮 12.0 %

(5) その他 0.8 % (5) 在宅勤務の拡充 4.2 %

無回答 75.9 % (6) 職場に障害の理解がある 13.1 %

(7) 職場で介助や援助等が受けられる 3.0 %

(8) 具合が悪くなった時に気軽に通院できる 8.8 %

(9) 職場と支援機関の連携 3.0 %

(10) 企業ニーズに合った訓練 2.1 %

(11) 職場外での相談対応、支援 2.8 %

(12) その他 0.6 %

無回答 17.8 %

(1) できる 48.0 % (1) いる 28.7 %

(2) できない 28.2 % (2) いない 30.7 %

(3) わからない 15.0 % (3) わからない 28.7 %

無回答 8.9 % 無回答 11.9 %



 

 

２６ 災害時に困ることは          ２７ 誰かの介護を受けているか 

 

 

２８ 主な介護者              ２９ 介護者の就業状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 投薬・治療が受けられない 20.2 % (1) はい 23.6 %

(2) 避難所の設備・環境が不安 18.7 % (2) いいえ 65.6 %

(3) 迅速な非難が難しい 15.7 % 無回答 10.8 %

(4) 情報入手が難しい 9.1 %

(5) 周囲とｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝがとれない 10.6 %

(6) 救助を求めることができない 7.3 %

(7) 補装具・日常生活用具の入手が困難 4.9 %

(8) 補装具の利用が困難 4.7 %

無回答 8.9 %

(1) 配偶者 7.3 % (1) 常勤で働いている 6.3 %

(2) 親 9.8 % (2) アルバイト・パート 3.8 %

(3) 子ども 2.0 % (3) 自営業 2.0 %

(4) ﾎｰﾑﾍﾟﾙﾊﾟｰ・施設職員 2.5 % (4) その他 0.8 %

(5) 兄弟姉妹 1.3 % (5) 働いていない 11.6 %

(6) 孫 0.8 % 無回答 75.6 %

(7) その他 1.0 %

無回答 75.3 %



 

 

２． 障害福祉サービス事業所に対するアンケート結果 

 

１ 利用者から受けた相談・苦情      ２ サービス新規利用の相談有無 

 

2－１ 新規利用の相談対応        ３ 苦情相談マニュアルの作成状況 

 

３－１ 苦情を取り入れるための取組    ４ 事故発生マニュアルの作成状況 

 
 

５ 災害発生マニュアルの作成状況     ６ 障害者虐待防止の取組について 

 

６－１ 利用者の虐待（疑い）の確認 

 

(1) 支援者の態度や言葉使い 10.5 % (1) あり 61.5 %

(2) 支援者の支援方法･技術・経験 5.3 % (2) なし 7.7 %

(3) ｻｰﾋﾞｽの内容 15.8 % (3) 無回答 30.8 %

(4) 事業所との契約・手続き 10.5 %

(5) 送迎 15.8 %

(6) 利用料金 5.3 %

(7) その他 10.5 %

なし 21.7 %

(1) 対応できている 46.2 % (1) 作成済み 76.9 %

(2) 対応できていない 15.4 % (2) 作成中 0.0 %

無回答 38.5 % (3) 未作成 0.0 %

無回答 23.1 %

(1) 本人・家族との面談 27.8 % (1) 作成済み 69.2 %

(2) 利用者ごとに連絡帳を作成 33.3 % (2) 作成中 7.7 %

(3) アンケート調査の実施 5.6 % (3) 未作成 0.0 %

(4) その他 22.2 % 無回答 23.1 %

(5) 行っていない 0.0 %

無回答 11.1 %

(1) 作成済み 53.8 % (1) 啓発物の掲示 13.0 %

(2) 作成中 15.4 % (2) 虐待防止に関する研修を受講 17.4 %

(3) 未作成 7.7 % (3) 研修・勉強会の実施 26.1 %

無回答 23.1 % (4) 実施していない 4.3 %

(5) 虐待防止に関する担当者を決めている 17.4 %

(6) 事業所独自のﾏﾆｭｱﾙを作成 13.0 %

(7) その他 4.3 %

無回答 15.8 %

(1) ない 100.0 %

(2) 身体的虐待 0.0 %

(3) 性的虐待 0.0 %

(4) 心理的虐待 0.0 %

(5) ネグレクト 0.0 %

(6) 経済的虐待 0.0 %



 

 

３． 保育所・認定こども園に対するアンケート結果 

 

１ 過去３年間の障害児支援実績      ２ 障害児の入園希望時の対応 

 

 

３ 支援について連携した機関       ４ 放課後児童健全育成事業の 

障害児支援について 

 

 

４－1 放課後児童健全育成事業における  ４－２ 支援について連携した機関 

障害児の対応について 

 

 

５ 保育所等訪問支援を知っているか    ５－２ 保育所等訪問支援の利用 

 

(1) 支援実績あり 71.4 % (1) 対応不可としたことがある 28.6 %

(2) 支援実績なし 28.6 % (2) 対応不可としたことがない 71.4 %

(1) 市役所　 87.5 % (1) 支援実績あり 57.1 %

(2) 児童相談所 12.5 % (2) 支援実績なし 14.3 %

(3) 障害福祉サービス事業所 0.0 % 無回答 28.6 %

(1) 対応不可としたことがある 14.3 % (1) 市役所　 100.0 %

(2) 対応不可としたことがない 57.1 % (2) 障害福祉サービス事業所 0.0 %

無回答 28.6 % (3) 児童相談所 0.0 %

(4) その他 0.0 %

(1) 知っている 28.6 % (1) 活用したい 28.6 %

(2) 名称だけ知っている 28.6 % (2) 活用しない 42.9 %

(3) 知らない 14.3 % 無回答 28.6 %

無回答 28.6 %


